
第７８号議案 

 

   東大和市体育施設等の指定管理者の指定について 

 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年１１月２９日 

 

 

提出者 

東大和市長 和地 仁美 

 



東大和市体育施設等の指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定する。 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

東大和市民体育館、東大和市民プール、東大和市立桜が丘市民広場、

東大和市上仲原公園野球場（陸上競技場を含む。）、東大和市上仲原公

園テニスコート、東大和市清原中央公園運動広場 

２ 指定管理者となる団体の名称、所在地及び代表者 

東大和市かがやきプロジェクト 

代表団体 株式会社クリーン工房 

埼玉県さいたま市中央区新都心１１番地２さいたま新都心ＬＡタワー

３０Ｆ 

代表取締役 川鍋 大二 

構成団体 株式会社ルネサンス 

東京都墨田区両国二丁目１０番１４号 

代表取締役社長執行役員 岡本 利治 

３ 指定の期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

 



令和６年第４回定例会 

第 ７ ８ 号 議 案 資 料 

 

 

 

 

 

東大和市体育施設等の指定管理者の指定について 

（１）東大和市体育施設等の本業務に関する基本協

定書（原案） 

（２）基本事業計画書（概要版） 

（指定管理者の候補者が提出したものの概要版） 

（３）収支予算書 

（指定管理者の候補者が提出した令和７年度か

ら令和１１年度までの収支予算書） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

（１）東大和市体育施設等の本業務に関する基本協

定書（原案） 
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東大和市体育施設等の本業務に関する基本協定書【原案】 

 

東大和市教育委員会（以下「委託者」という。）と             （以

下「受託者」という。）とは次のとおり東大和市体育施設等（以下「体育施設等」とい

う。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業務」という。）について、次の条項

により、基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

この場合において、本協定中、委託者を代表する執行機関は、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）の規定に基づき、東大和市長及び東大和市教育委員会とする。 

 

第１章 総則 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は委託者と東大和市体育施設等に関する条例（平成５年条例第３４号。

以下「条例」という。）第１５条第４項の規定により指定管理者に指定された受託者

が相互に協力し、体育施設等を適正かつ円滑に管理するために必要な基本事項を定

めることを目的とする。 

（指定管理者の指定の意義） 

第２条 委託者及び受託者は、体育施設等の管理を指定管理者である受託者に行わせ

ることの趣旨について、民間事業者たる受託者の能力を活用しつつ、地域住民等に

対するスポーツ、レクリエーションその他社会体育等の普及振興及び体育施設使用

効果及び効率を向上させ、もって地域の福祉の一層の増進を図ることにあることを

確認する。 

（公共性の趣旨の尊重） 

第３条 受託者は、体育施設等の設置目的、指定管理者の指定の意義及び体育施設等

の指定管理業務（以下「本業務」という。）の実施に当たって求められる公共性を十

分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

（信義誠実の原則） 

第４条 委託者及び受託者は、互いに協力し、信義を重んじ、本協定を誠実に履行し

なければならない。 

２ 委託者及び受託者は、地方自治法、条例、規則その他関係法令を遵守し、本協定

を履行しなければならない。 

（用語の定義） 

第５条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）仕様書 体育施設等の本業務に係る仕様書をいう。 

（２）指定管理委託料 委託者が受託者に対して支払う本業務の実施に関する対価を

いう。 

（３）年度協定 本協定に基づき年度の業務内容の詳細及び年度の指定管理委託料を
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定めるために委託者と受託者が指定期間中に年度締結する協定のことをいう。 

（４）基本事業計画書 指定管理者の公募時における受託者の提案を基に委託者及び

受託者協議の上調製する指定期間に係る長期的かつ総合的な事業計画書をいう。 

（５）年度事業計画書 基本事業計画書に基づく年度の本業務の実施に係る事業計画

書をいう。 

（６）不可抗力 天災（地震、落雷、洪水、異常降雨、土砂災害等）、人災（戦争、テ

ロ、暴動等）、感染症の感染拡大、法令変更、及びその他委託者及び受託者の責め

に帰すことのできない事由をいう。なお、施設利用者の増減は不可抗力に含まな

いものとする｡ 

（管理物件） 

第６条 受託者が管理する施設、設備及び物品（以下「管理物件」という。）は、別紙

１「管理物件一覧」に定めるとおりとする。 

２ 受託者は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理するとともに、常に良

好な状態に保たなければならない。 

（指定期間） 

第７条 受託者が管理業務を実施する指定期間は令和７年４月１日から令和１２年

３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年数は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

 

第２章 管理業務の範囲と実施条件 

（管理業務の範囲） 

第８条 条例第１７条に規定する本業務の範囲は、次のとおりとする。 

（１）体育施設等の休場日及び開場時間の変更等に関すること。 

（２）管理物件の利用の承認に関すること。 

（３）管理物件の維持管理業務に関すること。 

（４）自主事業に関する業務に関すること。 

（５）独自事業の業務に関すること。 

（６）体育施設等への特別の設備等の設置及び器具等の持込みの承認に関すること。 

（７）利用料金の収受、減額、免除及び還付に関すること。 

（８）その他 

ア 事業計画書及び収支予算書の作成 

イ 事業報告書の作成 

ウ 市民意見の聴取及び反映 

エ 自己評価の実施 

オ 指定期間終了にあたっての引継ぎ 

カ その他指定管理業務を行う上で必要な業務 

２ 前項各号に掲げる業務の内容は、別紙仕様書及び受託者から提出された基本事業

計画書に定めるとおりとする。 



3 

 

（委託者が行う業務の範囲） 

第９条 次の業務については、委託者の責任と費用において実施するものとする。 

（１）体育施設等の目的外使用許可 

（２）管理物件の修繕等で、第１５条の規定により委託者が実施するもの。 

（業務の要求水準） 

第１０条 受託者が管理業務を実施するに当たって満たさなければならない水準（以

下「業務の要求水準」という。）は、仕様書及び業務要求水準書に示すとおりとす

る。 

（業務範囲及び業務の要求水準の変更） 

第１１条 委託者又は受託者は、必要と認める場合は、第８条で定めた本業務の範囲

及び第１０条で定めた業務の要求水準の変更を求めることができる。 

２ 委託者又は受託者は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 管理業務範囲又は業務の要求水準の変更については、前項の協議において決定す

るものとする。 

 

第３章 本業務の実施 

（管理業務の実施） 

第１２条 受託者は、関係法令のほか、本協定、年度協定、仕様書、東大和市体育施

設等募集要項（以下「募集要項」という。）、基本事業計画書及び年度事業計画書に

従って管理業務を実施するものとする。 

２ 本協定、年度協定、仕様書、募集要項、基本事業計画書及び年度事業計画書の間

に矛盾又は齟齬がある場合は、本協定、年度協定、仕様書、募集要項、基本事業計

画書及び年度事業計画書の順にその解釈が優先されるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、基本事業計画書又は年度事業計画書において仕様書を

上回る水準が提案されている場合は、基本事業計画書又は年度事業計画書に示され

た水準によるものとする。 

（委託等の制限） 

第１３条 受託者は、管理業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。 

２ 受託者は、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、

事前に委託者の承諾を得なければならない。 

３ 委託者は、受託者に対して、第三者に委託し、請け負わせた業務の内容その他必

要な事項の報告を求めることができる。 

４ 受託者が、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合は、当該第

三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用については、全て受託者

が負担するものとする。 

（法令上の責任） 

第１４条 受託者は、受託者の従業員に対する雇用者又は使用者として、労働基準法、
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最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、職業安定法その他の法令上

全ての責任を負って従業員を管理するものとし、これらの責任を委託者に及ぼさな

いものとする。 

（施設等の修繕等） 

第１５条 施設又は設備の修繕については、１件につき５０万円（消費税及び地方消

費税を含む。）以上のものについては委託者が自己の費用と責任において実施する

ものとし、１件につき５０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについ

ては、指定管理委託料に計上された修繕費の範囲内で受託者の責任において実施す

るものとする。ただし、緊急を要する等の理由で５０万円（消費税及び地方消費税

を含む。）以上の修繕を行う場合は、委託者とあらかじめ協議するものとする。 

２ 受託者は、実施した修繕について、年度末日にその支払いの内訳を明らかにし、

清算するものとする。 

３ 受託者は、前項の清算において、支払いを受けた指定管理委託料のうち修繕費に

残金が生じた場合は、委託者に返納しなければならない。 

４ 各年度の指定管理委託料に計上された修繕費を超えて受託者が実施すべき修繕

事案が発生した場合は、委託者及び受託者が協議して対応するものとする。 

（緊急時の対応） 

第１６条 受託者は、指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事

態が発生した場合に備え、対処に関する体制の整備その他の必要な措置に関する事

項を定めなければならない。 

２ 受託者は、緊急事態が発生した場合は、速やかに必要な措置を講じるとともに、

委託者を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなければならない。 

３ 緊急事態が発生した場合は、受託者は委託者と協力して事故等の原因調査に当た

るものとする。 

（災害等応急活動） 

第１７条 受託者は、災害等が発生した場合、東大和市地域防災計画に基づき市が行

う応急対策等に協力するものとする。 

２ 前項に定める協力業務内容は、次に掲げるとおりとする。 

（１）避難所の開設及び運営に関すること。 

（２）利用者の避難及び救護に関すること。 

（３）体育施設等の被害調査並びに応急及び復旧対策に関すること。 

（４）前各号に掲げるもののほか、市が協力要請をした事項 

（暴力団の利用の排除） 

第１８条 受託者は、体育施設等の利用許可に関して、暴力団（東大和市暴力団排除

条例（平成２４年条例第３７号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第１号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）の活動に利用される疑いのある場合は、委託者

と協議の上、暴力団排除条例に基づき適切に事務を処理しなければならない。 

（暴力団員等からの不当介入に対する通報及び報告の義務） 
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第１９条 受託者は、管理業務の実施にあたって、暴力団員等（暴力団排除条例第２

条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。以下

同じ。）による不当若しくは違法な要求又は本協定の適正な履行を妨げる妨害を受

けたときは、その旨を委託者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければ

ならない。 

（情報管理・情報公開） 

第２０条 受託者は、本協定の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならな

い。指定期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

２ 受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び東大和

市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第３２号）の規定を遵守するほか、管理

業務の実施に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失及び毀損の事故の防止その他個

人情報の適正な管理のために、資料２「個人情報の取扱いに係る特記事項」に基づ

き必要な措置を講じなければならない。 

３ 受託者は、次に掲げる事項について、施設内での資料の備付けその他の方法によ

り適時公表するものとする。 

（１）管理業務の実施状況（施設設備維持管理状況等） 

（２）施設の利用状況（利用者数、利用率等） 

（３）事業の実施状況（実施した事業の状況等） 

（４）管理経費等の収支状況 

（５）利用者の意見、要望等 

（近隣対策） 

第２１条 受託者は、体育施設等の管理運営に当たっては、近隣住民との協調に努め、

騒音、悪臭、ごみの散乱、砂塵の飛散、交通渋滞等のトラブルを防止するよう留意

しなければならない。 

２ 体育施設等の管理運営に伴って近隣住民との間に問題が発生した場合は、受託者

は責任を持って解決に向けた対策を講じなければならない。この場合において受託

者は、問題発生時及び解決時それぞれ状況を委託者に報告するものとし、必要に応

じて委託者と協議するものとする。 

 

第４章 備品の扱い 

（委託者による備品の貸与） 

第２２条 委託者は、別紙に定める「備品台帳」に示す備品（以下「備品（Ⅰ種）」と

いう。）を無償で受託者に貸与するものとする。 

２ 受託者は、指定期間中、備品（Ⅰ種）を常に良好な常態で保たなければならない。 

３ 備品（Ⅰ種）が経年劣化等により管理業務実施の用に供することができなくなっ

たときは、委託者は、受託者との協議により、必要に応じて委託者の費用で当該備

品を調達するものとする。 

４ 受託者は、受託者の責めに帰すべき事由により備品（Ⅰ種）を毀損滅失したとき
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は、委託者との協議により、委託者に対しその費用を弁償し、又は受託者の費用で

当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入し、若しくは調達しなければなら

ない。 

５ 備品（Ⅰ種）の修繕については、第１５条の規定を準用する。 

（受託者による備品の購入等） 

第２３条 受託者は、管理業務の実施に供するために必要な備品（以下「備品（Ⅱ種）」

という。）を購入し、又は調達するものとする。 

２ 前項の規定により受託者が自己の費用で購入し、又は調達した備品（Ⅱ種）は、

受託者に帰属するものとする。ただし、受託者が委託者と事前に協議し、指定管理

委託料により購入した備品等は、委託者に帰属するものとする。 

 

第５章 業務実施にかかる委託者の確認事項 

（事業計画書） 

第２４条 受託者は、受託者の提案を基に委託者と協議の上調製した基本事業計画書

に基づき管理業務を実施するものとする。 

２ 受託者は、毎年度委託者が指定する期日までに翌年度の年度事業計画書及び収支

予算書を提出し、委託者の承認を得なければならない。 

３ 委託者及び受託者は、基本事業計画書又は年度事業計画書等を変更する必要が生

じたときは、委託者と受託者の協議により、決定するものとする。 

（事業報告書） 

第２５条 受託者は、管理業務に関し年度終了後６０日以内に次に掲げる事項を記載

した事業報告書を提出し、委託者の確認を得なければならない。 

（１）管理物件の維持管理状況（修繕等の状況） 

（２）施設の利用状況（利用者数、利用率、利用不承認の件数・理由等） 

（３）独自事業の実施状況（実施した事業の状況及び課題分析等） 

（４）利用料金その他管理経費等の収支状況 

（５）その他委託者が指示する事項 

２ 受託者は、委託者が第４１条から第４４条までの規定に基づいて年度途中におい

て受託者に対する指定管理者の指定を取消した場合には、指定を取り消された日か

ら６０日以内に当該年度の取消し日までの間の事業報告書を提出しなければなら

ない。 

３ 受託者は、毎月の管理業務に関し翌月の１5 日までに次に掲げる事項を記載した

事業報告書を提出し、委託者の確認を得なければならない。 

（１）管理物件の維持管理状況（修繕等の状況） 

（２）施設の利用状況（利用者数、利用率、利用不承認の件数・理由等） 

（３）独自事業の実施状況（実施した事業の状況） 

（４）利用料金その他管理経費等の収支状況 

（５）その他委託者が指示する事項 
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４ 委託者は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はこれに関連する事

項について、受託者に対して報告又は口頭による説明を求めることができる。 

（業務の実施状況の確認と改善勧告） 

第２６条 委託者は、事業報告書の確認のほか、受託者による管理業務の実施状況を

確認することを目的として随時、管理施設へ立入ることができる。また、委託者は

受託者に対して管理業務の実施状況や収支状況等について説明を求めることがで

きる。 

２ 受託者は、委託者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除

き、その申出に応じなければならない。 

３ 前条及び第１項の規定による確認の結果、受託者による管理業務の実施が業務の

要求水準を満たしていない場合は、委託者は、受託者に対して業務の改善を勧告す

るものとする。 

４ 受託者は、前項に定める改善勧告を受けた場合は、速やかにそれに応じなければ

ならない。 

（監査） 

第２７条 委託者は、必要があると認めるときは、地方自治法第１９９条第７項の規

定により、管理業務に関し出納その他の事務について監査をすることができる。 

２ 委託者は、必要があると認めるときは、地方自治法第１９９条第８項の規定によ

り、受託者に対し出頭を求め、調査し、又は帳簿書類その他の記録の提出を求める

ことができる。 

３ 受託者は、第１項の監査又は前項の出頭等の要求があったときは、これに応じな

ければならない。 

 

第６章 指定管理委託料 

（指定管理委託料の支払い） 

第２８条 委託者は、管理業務の対価として、受託者に対して指定管理委託料を支払

うものとする。 

２ 全指定期間に係る指定管理委託料の総額は、          円（消費税及

び地方消費税を含む。）を上限とし、この範囲内において別途年度協定で定めるも

のとする。 

３ 前項の全指定期間に係る指定管理委託料の総額は、これを保証するものではない。 

４ 指定管理委託料の支払方法等については、年度協定で定めるものとする。 

（指定管理委託料の変更） 

第２９条 委託者又は受託者は、第１１条第１項の規定による変更その他のやむを得

ない事由により、当初合意された指定管理委託料が不適当となると認めるときは、

相手方に対して文書により指定管理委託料の変更を申し出ることができるものと

する。 

２ 委託者又は受託者は、前項の申出を受けた場合は、協議に応じなければならない。 
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３ 変更の要否及び変更金額等については、前項の協議により決定するものとする。 

 

第７章 リスク分担、損害賠償及び不可抗力 

（リスク分担） 

第３０条 管理業務に係るリスク分担については、別記１「リスク分担表」に定める

とおりとする。ただし、本協定の条項に特別の定めがある場合は、当該条項による

ものとし、リスク分担表に定めのないリスクについては、委託者及び受託者が協議

してその分担を定めるものとする。 

２ リスクの回避、軽減、除去等の措置及びリスクが顕在化した場合の措置等につい

ては、リスク分担表に定めるもののほか、次条から第３３条までに定めるところに

よる。 

（保険） 

第３１条 受託者は、管理業務の実施にあたり、委託者又は受託者が付保しなければ

ならない保険は、次の表のとおりとする。 

委託者 火災保険    施設賠償責任保険 

受託者 施設賠償責任保険 

２ 受託者は、前項の保険に加入したときは、当該保険に係る証券の写しその他の加

入内容を証する書面を、直ちに委託者に提出しなければならない。 

（損害賠償等） 

第３２条 受託者は、受託者の責めに帰すべき事由により管理物件を損傷し、又は滅

失したときは、それによって生じた損害を委託者に賠償しなければならない。ただ

し、委託者が特別の事情があると認めたときは、委託者は、その全部又は一部を免

除することができるものとする。 

（第三者への賠償） 

第３３条 管理業務の実施において受託者の責めに帰すべき事由により第三者に損

害が生じた場合、受託者は、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損

害が委託者の責めに帰すべき事由又は委託者及び受託者双方の責めに帰すことが

できない事由による場合は、この限りではない。 

２ 委託者は、受託者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対

して賠償した場合、受託者に対して賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費

用を求償することができるものとする。 

３ 前２項に定めるところによるほか、第三者への賠償については、民法（明治２９

年法律第８９号）及び国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）に基づいて処理す

るものとする。 

（苦情、要望、住民運動、不服申立又は訴訟への対応） 

第３４条 受託者は、管理業務に関し、利用者又は市民から苦情、要望、住民運動、

不服申立て又は訴訟を提起されたときは、委託者と協議の上誠実に対応しなければ

ならない。 
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２ 前項に規定する対応により発生した増加費用については、受託者の負担とする。 

（管理業務の継続が困難となった場合の措置等） 

第３５条 受託者は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場

合は、速やかにその旨を委託者に申し出なければならない。 

２ 受託者の責めに帰すべき事由により、管理業務の継続が困難となった場合又はそ

のおそれが生じた場合は、委託者は、受託者に対して業務の改善等の必要な指示を

行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができる。 

３ 不可抗力により管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場

合は、委託者と受託者は、管理業務の継続について協議するものとする。 

４ 受託者は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措置をとり、不可抗力

により発生する損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなければならな

い。 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第３６条 不可抗力の発生に起因して受託者に損害・損失又は増加費用が発生した場

合は、受託者は、その内容や程度の詳細を記載した書面により委託者に通知するも

のとする。 

２ 委託者は、前項の通知を受けた場合、損害等の状況の確認を行った上で委託者と

受託者の協議を行い、不可抗力の判定及び費用負担等を決定するものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して受託者に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該

費用については、合理性の認められる範囲で委託者が負担するものとする。 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第３７条 第３５条第３項に定める協議の結果、不可抗力の発生により管理業務の一

部の実施ができなくなったと認められた場合は、受託者は、不可抗力により影響を

受ける限度において、本協定の定める義務を免れるものとする。 

２ 受託者が不可抗力により業務の一部を実施できなくなった場合、委託者は受託者

との協議の上、受託者が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指

定管理委託料から減額することができるものとする。 

 

第８章 指定期間の満了 

（業務の引継ぎ等） 

第３８条 受託者は、指定期間の満了に際し引継書を作成し、委託者又は委託者が指

定する者に対し、管理業務の引継ぎ等を行わなければならない。 

２ 委託者は、必要と認める場合には、指定期間の満了前に、受託者に対して委託者

又は委託者が指定する者による体育施設等の視察を申し出ることができるものと

する。 

３ 受託者は、委託者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除

き、その申出に応じなければならない。 

（原状回復義務） 
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第３９条 受託者は、指定期間の満了までに、体育施設等を原状（管理業務を開始す

る前の状態をいう。）に回復し、委託者に対し明け渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、委託者が認めた場合には、受託者は体育施設等の原状

回復を行わずに、別途委託者が定める状態で委託者に対して管理物件を明け渡すこ

とができるものとする。 

（備品等の扱い） 

第４０条 指定期間の満了に際し、備品（Ⅰ種）については、受託者は、委託者又は

委託者が指定する者に対して引継がなければならない。 

２ 指定期間の満了に際し、備品（Ⅱ種）については、原則として受託者が自己の責

任と費用で撤去・撤収するものとする。ただし、委託者と受託者の協議において両

者が合意した場合、受託者は、委託者又は委託者が指定する者に対して引継ぐこと

ができるものとする。 

 

第９章 指定期間満了以前の指定の取り消し 

（委託者による指定の取消し） 

第４１条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その

指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ

とができるものとする。 

（１）委託者に対し虚偽の報告をし、又は報告若しくは調査を拒んだとき。 

（２）管理業務に関する委託者の指示に従わなかったとき。 

（３）関係法令、条例又は本協定に違反したとき。 

（４）応募時の指定管理者の資格要件を満たさなくなったとき又は指定管理者指定申

請書若しくは添付書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

（５）差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て又は租税滞納処分その他公権力の処

分を受けたとき。 

（６）破産、会社整理、会社更生若しくは民事再生手続その他これらに類する手続の

申し立てをし、又は申立てをされたとき。 

（７）自ら振り出し、又は引き受けた手形又は小切手について、不渡り処分を受ける

等支払停止状態に至ったとき。 

（８）組織的な違法行為が行われる等、管理業務を行わせておくことが社会通念上不

適当であると認められるとき。 

（９）前各号に掲げる場合のほか、受託者による管理業務の実施を継続することが適

当でないと認められるとき。 

２ 委託者は、前項の規定に基づいて指定の取消しを行おうとする場合は、事前に東

大和市行政手続条例（平成９年条例第８号）に基づく聴聞手続を行わなければなら

ない。 

３ 第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは

一部の停止を命じた場合において、受託者に損害・損失や増加費用が生じても、委
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託者はその賠償の責めを負わないものとする。 

（暴力団排除措置による指定の取消し等） 

第４２条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その

指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ

とができる。 

（１）暴力団であると認められるとき。 

（２）役員等（次に掲げる者をいう。以下にこの条において同じ。）が暴力団員等であ

ると認められるとき。 

ア 法人にあっては、代表役員等及び一般役員であって経営に事実上参加してい

る者 

イ 法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他アに掲げる者と同等の責任

を有する者 

ウ 個人にあっては、その者及びその使用人（支配人、本店長、支店長その他い

かなる名称を有する者かを問わず、事務所の業務を統括する者（事務所の業務

を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。） 

（３）役員が、業務に関し、暴力団員等であることを知りながら当該者を使用し、又

は雇用していると認められるとき。 

（４）暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与していると認められ

るとき。 

（５）役員等が、自己、その属する法人等（法人その他の団体をいう。）若しくは第三

者の利益を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力

団員等を利用していると認められるとき。 

（６）役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対

して、金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等暴力団の維

持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（７）役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与

していると認められる業者であることを知りながら、これを利用していると認め

られるとき。 

（８）前各号に掲げるもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難さ

れるべき関係を有していると認められるとき。 

（９）第１９条に規定する暴力団員等から不当介入に対する通報及び報告業務を履行

しなかったとき。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定により指定を取り消され、又は管理

業務の全部若しくは一部を停止された場合について準用する。 

（受託者による指定の取消しの申出） 

第４３条 受託者は、次の各号のいずれかに該当する場合、委託者に対して指定の取

消しを申し出ることができるものとする。 

（１）委託者が本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 
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（２）委託者の責めに帰すべき事由により受託者が損害又は損失を被り、その損害を

委託者が賠償しないとき。 

（３）受託者が自らの経営状況から判断して、又は受託者の責めに帰すべき事由によ

り本協定による業務を継続することが困難であると認めるとき。 

（４）その他、受託者が必要と認めるとき。 

２ 委託者は、前項の申出を受けた場合、受託者との協議を経てその処置を決定する

ものとする。 

（不可抗力による指定の取消し） 

第４４条 委託者又は受託者は、不可抗力の発生により、管理業務の継続等が困難と

判断した場合は、相手方に対して指定の取消しの協議を求めることができるものと

する。 

２ 協議の結果やむを得ないと判断された場合、委託者は、指定の取消しを行うもの

とする。 

３ 前項の取消しによって、受託者に発生する損害・損失及び増加費用の負担は、合

理性が認められる範囲で委託者が負担することを原則として、委託者と受託者の協

議により決定するものとする。 

（指定の取消し等に伴う措置） 

第４５条 受託者は、指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の全部若しくは

一部を停止された場合に、既に指定管理委託料が支払われているときは、当該指定

の取消し又は管理業務の全部若しくは一部の停止に係る期間に対して支払われた

指定管理委託料として委託者が計算して定める金額を、委託者の指定する期日まで

に委託者に返還しなければならない。 

（指定期間終了時の取扱い） 

第４６条 第３８条から第４０条までの規定は、第４１条から第４４条までの規定に

より本協定が終了した場合に、これを準用する。ただし、委託者及び受託者が合意

した場合はこの限りでない。 

 

      第１０章 その他 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第４７条 受託者は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継

承させてはならない。ただし、事前に委託者の承認を受けた場合は、この限りでな

い。 

（連絡調整会議等の設置） 

第４８条 委託者及び受託者は、管理業務を円滑に実施するため、情報交換や業務の

調整を図る連絡調整会議等を設置する。 

２ 前項の連絡調整会議等の詳細については、委託者と受託者の協議により別に定め

る。 

（管理業務の範囲外の業務） 
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第４９条 受託者は、管理施設の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない

範囲において自己の責任と費用により独自事業を実施することができるものとす

る。 

２ 受託者は、独自事業を実施する場合には、委託者に対し事業計画（以下「独自事

業計画書」という。）を提出し、事前に委託者の承認を受けなければならない。その

際、委託者と受託者は必要に応じて協議を行うものとする。 

３ 委託者と受託者は、独自事業を実施するに当たっては、独自事業の実施条件等に

ついて別途協定を締結するものとする。 

４ 受託者は、独自事業計画書を変更するときは、事前に委託者の承認を受けなくて

はならない。 

（請求、通知等の様式その他） 

第５０条 本協定に関する委託者及び受託者間の請求、通知、申出、報告、承認及び

解除は、本協定に特別の定めがある場合を除き、文書により行わなければならない。 

（協定の変更） 

第５１条 委託者及び受託者は、管理業務に関し、特別な事情が生じたときは、委託

者と受託者の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

２ 前項の協議の申出は、急を要するものを除き、協定変更予定日の６か月前までに

行うものとする。 

（管轄裁判所） 

第５２条 本協定の関する紛争は、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

（解釈） 

第５３条 委託者が本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、

又は説明若しくは報告を求めたことをもって、委託者が受託者の責任において行う

べき業務の全部又は一部について責任を負担するものと解釈してはならない。 

（疑義について協議） 

第５４条 本協定の各条項等の解釈について疑義が生じたとき又は本協定に定めの

ない事項については、委託者と受託者の協議の上これを定めるものとする。 
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本協定を証するため、本書を２通作成し委託者及び受託者がそれぞれ記名押印の

上、各１通を保有する 

 

仮協定締結日 

令和  年  月  日 

 

協定締結日 

令和  年  月  日 

 

 

 委託者（地方公共団体） 

 所在地  東京都東大和市中央３丁目９３０番地 

 名 称  東大和市 

 代表者  東大和市長 和地 仁美 

 

 

 

 名 称  東大和市教育委員会 

 

 

 

受託者（指定管理者） 

 所在地   

 名 称   

                              代表者                   
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別紙１ 

管理物件一覧 

 

（１）体育施設等（各施設の管理区域等の詳細については、仕様書等を参照） 

名称  所在地  

東大和市民体育館  
東大和市桜が丘 2 丁目 167 番地の 13 

東大和市民プール  

東大和市立桜が丘市民広場  東大和市桜が丘 2 丁目 142 番地の 2 

東大和市上仲原公園野球場  

（陸上競技場を含む。）  東大和市向原 1 丁目 1 番地  

東大和市上仲原公園テニスコート  

東大和市清原中央公園運動広場  東大和市清原 1 丁目 1 番外  

 

（２）管理物品（詳細については、備品台帳を参照） 
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資料２ 

東大和市体育施設等の本業務に関する個人情報の取扱いに係る特記事項 

 

１ 基本的事項 

東大和市教育委員会（以下「教育委員会」という。）から東大和市体育施設等の管

理及び運営に関する業務（以下「管理業務」という。）の指定を受けた者（以下「指

定管理者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、当該管理業務のうち個

人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱業務」という。）の処理に当たっては、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他関連する法令規則

等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わ

なければならない。 

 

２ 適正な管理 

指定管理者は、個人情報取扱業務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損

その他の事故の防止を図り、個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じな

ければならない。 

 

３ 適正な使用 

指定管理者は、個人情報取扱業務に係る個人情報につき、当該業務の範囲を超え

た加工、再生又は保管をしてはならない。 

 

４ 従事者の範囲等の明確化 

指定管理者は、従事者、従事者の作業範囲、作業場所、作業責任区分等を明確に

しておかなければならない。 

 

５ 収集の制限 

指定管理者は、個人情報取扱業務を行うために個人情報を収集するときは、当該

業務の処理に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 

６ 秘密の保持 

指定管理者は、個人情報取扱業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。指定の期間が終了し、又は取り消さ

れた後においても同様とする。 

 

７ 従事者への周知 

指定管理者は、その従事者に対し、在職中及び退職後においても、個人情報取扱

業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら

ないこと等個人情報の保護に関して必要な事項を周知徹底しなければならない。 
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８ 従事者に対する教育研修及び監督 

指定管理者は、個人情報取扱業務の従事者に対し、個人情報の保護、情報セキュ

リティに対する意識の向上、この特記仕様書に定める遵守すべき事項その他管理業

務の適切な履行に必要な教育研修を実施し、及び当該従事者を監督しなければなら

ない。 

 

９ 目的外使用等の禁止 

指定管理者は、教育委員会の指示又は承諾のある場合を除き、個人情報取扱業務

に関して知り得た個人情報を当該個人情報取扱業務で処理する目的以外に使用し、

又は第三者に提供してはならない。 

 

１０ 再委託の禁止及び許諾再委託の禁止 

（１）指定管理者は、個人情報取扱業務を自ら取り扱うものとし、第三者に委託し、

又は請け負わせてはならない。ただし、教育委員会が承諾したときはこの限りで

ない。 

（２）受託者は、再委託をする必要がある場合は、再委託先の名称、再委託をする理

由、再委託をして処理する内容、再委託先において取り扱う個人情報、再委託先

における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督

の方法を明確にした上で、あらかじめ書面により再委託をする旨を委託者に申請

し、その許諾を受けなければならない。 

（３）前号の場合、受託者は、再委託先に管理業務に基づく一切の義務を遵守させる

とともに、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

（４）前２号の規定は、再委託をされた業務が更に委託された場合に準用する。 

 

１１ 複写等の禁止 

指定管理者は、教育委員会の指示又は承諾のある場合を除き、個人情報取扱業務

に係る個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

１２ 持ち出しの禁止 

指定管理者は、個人情報が記録されている媒体を第４項により明確にした作業場

所から持ち出してはならない。ただし、教育委員会の承諾がある場合はこの限りで

はない。 

 

１３ 資料等の返還 

指定管理者は、個人情報取扱業務を処理するために教育委員会から貸与され、又

は指定管理者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、指定の

期間の終了までに教育委員会が指定する方法により教育委員会に返還し、又は引き
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渡さなければならない。 

 

１４ 個人情報の廃棄 

前項の規定に係らず、指定管理者は、教育委員会と協議の上、個人情報を破棄す

ることができる。この場合、個人情報が第三者の利用に供されることがないよう、

教育委員会の指示する方法により、焼却、裁断、溶解等により保有する一切の個人

情報を滅却し、その個人情報の内容、数量、滅却の方法、年月日及び管理責任者を

記載した報告書を提出しなければならない。 

 

１５ 立入調査等 

（１）教育委員会は、管理業務に係る個人情報の取扱いについて、必要な措置が講じ

られているかどうかを検証及び確認するために、指定管理者に対して立入調査を

し、又は報告を求めることができる。 

（２）前号の規定により、立入調査又は報告の求めがあったときは、受託者は、これ

に従わなければならない。 

 

１６ 事故発生時における報告義務等 

指定管理者は、この特記事項の記載事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそ

れがあるときは、直ちに教育委員会に報告し、教育委員会の指示に従うものとする。

指定の期間が終了し、又は取り消された後においても同様とする。 

 

１７ 指定の取消し及び損害賠償等 

教育委員会は、指定管理者の個人情報の管理が著しく不適切と認めるとき、又は

個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損その他の事故の発生が指定管理者の責めに

帰すべき事由によると認められるときは、東大和市体育施設等の指定管理業務に関

する基本協定第４１条の規定に基づいて、指定の取消し、又は期間を定めて管理業

務の全部若しくは一部の停止を命ずること及び損害の賠償を請求することができ

る。 

 

１８ 報告書の提出 

指定管理者は、指定の期間の終了後、個人情報取扱業務における個人情報の保有

状況報告書を提出するものとする。 

 

１９ 個人情報の貸与等 

指定管理者が個人情報取扱業務の執行上、やむを得ず教育委員会から個人情報の

貸与を受ける必要がある場合、貸与を受けた年月日、個人情報の内容及び数量並び

に管理責任者を記載した受領書を教育委員会に提出しなければならない。 
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２０ 秘密の保持等の義務違反に対する措置 

指定管理者において、個人情報の保護に関する法律に定める秘密の保持等の義務

に違反があったときは、同法第１７６条及び第１８０条の規定により懲役又は罰金

に処せられることがある。 

 

２１ その他 

前各項に掲げるもののほか、当該事務の性質又は目的により教育委員会が必要と

認める個人情報の保護に関する事項が生じた場合又は疑義が生じた場合は、教育委

員会と協議を行い必要な措置を講じるものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本事業計画書（概要版） 

（指定管理者の候補者が提出したものの概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東大和市体育施設等 指定管理者
事業計画書（概要版）

令和6年第4回定例会 資料
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１ 指定管理業務を行うにあたっての基本方針

２ 体育施設等の運営に関する業務について

３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する業務について

４ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動の振興に関する業務

について

５ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動に関する情報の収集

及び提供に関する業務について

６ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動に関する相談業務

について

７ その他の体育施設等の管理運営に必要な業務について

目次

P１～３

P４～７

P８～13

P14～16

P17

P18～19

P20



２

（様式６） １ 指定管理業務を行うにあたっての基本方針

スポーツ・健康を通じ、市政実現へ向け、伴走

1



４

（様式６） １ 指定管理業務を行うにあたっての基本方針

上位計画に呼応した達成目標を設定し、政策実現の一翼を担う

2



４

（様式６） １ 指定管理業務を行うにあたっての基本方針

共同企業体を組成することで、各社の専門性・独創性を発揮

3



１
２

（様式６） ２ 体育施設等の運営に関する業務の提案

「平等」に「公平」と「公正」の視点も加えた偏りのない事業を実施

臨時休場日は季節や天候やイベント後等の
効果的かつ効率的なタイミングで実施

4



（様式６） ２ 体育施設等の運営に関する業務の提案

利用者の増加、施設利用率の向上を図る為に
４つのフェーズでの取組事例

統括責任者の経歴・資格

5



（様式６） ２ 体育施設等の運営に関する業務の提案

各部署がシームレスに連携し、ホスピタリティ溢れる配置計画

設備
責任者
（１）

設備
スタッフ
（１）

副館長
（1）

受付
責任者
（１）

受付
スタッフ
（3）

東大和市

プール
責任者
（１）

プール
スタッフ
（80）

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
責任者
（１）

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
スタッフ
（3）

プール
副責任者
（１）

清掃
責任者
（１）

清掃
スタッフ
（2）

管理
スタッフ
（―）

管理
スタッフ
（―）

管理
スタッフ
（―）

報告・連絡・相談を館長がワンストップ対応

館長
（1） 東大和かがやきプロ

ジェクト

支援・指示

役職
（雇用人数）

【凡例】

代表企業：青色
構成企業：赤色

プール 体育館 桜が丘 上仲原 清原中央

報告・相談

※シルバー人材センターと連携予定

プール監視・受付スタッフは約80名を臨時雇用

6



（様式６） ２ 体育施設等の運営に関する業務の提案

受付・管理スタッフの教育制度・育成プログラム

多様なニーズに対応し、全ての皆様が安心して楽しめる環境を提供

7



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

本施設を知り尽くした設備員が常駐し、トラブルに対して早期対応を実施

施設修繕
実施日 実施個所 修繕内容 契約相手方 執行額
4月18日 市民体育館 貯湯槽エアー抜き弁設置 クリーン工房 62,451
5月28日 市民体育館 屋上階段滑り止め設置（材料は市役所支給） クリーン工房 2,750

備品修繕
実施日 品名 修繕内容 契約相手方 執行額
4月18日 桜が丘市民広場 サッカーゴール修繕 クリーン工房 5,830
4月18日 桜が丘市民広場 金網修繕 クリーン工房 15,862
4月18日 市民体育館 卓球台修繕 クリーン工房 23,467
4月25日 桜が丘市民広場 サッカー場のエリアポイント目印設置 クリーン工房 9,482
5月17日 桜が丘市民広場 ブラインドカーテン補修 クリーン工房 9,482

小計 64,123
施設修繕費 備品修繕費 残金額
65,201 64,123 4,380,677

内訳
桜が丘市民広場 上仲原公園運動施設

71,031 0
合計
129,323

市民プール
23,467

令和5年度修繕費内訳書

指定管理委託料（修繕費）
4,510,000

市民体育館
34,826

履歴の一元管理
小修繕の一例

予防保全の一例

品質を追求した維持管理を実施
市民体育館：トレーニング機器は、機器ごとに事故防止のための安全点検手引きに

基づき、点検の時期や維持管理方法を確実に実施

市民プール：排（環）水口は水を抜いた状態で蓋等が正常な位置に堅固に固定
されている事、固定しているネジ、ボルト等に腐食、変形、欠落、
ゆるみ等がない事、配管の取付け口に吸い込み防止金具等が取付け
られている事を確認

桜が丘市民広場：設備、備品の巡回点検を実施し、整備不良による事故の防止

上仲原公園野球場：利用者にヒアリングし、より一層の安全性の向上

上仲原公園テニスコート：砂入り人工芝のメンテナンスは砂を均一に保つ事で芝の
摩耗を防止

清原中央公園運動広場：靴の裏等に付着したゴムチップや、流れ出したゴムチップ
が側溝に溜まった際は水洗いして人工芝グラウンド内に
戻し、環境保護に配慮

事故防止の安全点検手引き

二重構造の排（環）水口

ゴムチップ清掃

8



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

緊急時・異常発生時における基本的な対応

設備管理部長による定期巡回を実施（バックアップ体制）
代表企業所属 設備管理部 部長

氏名 古平 誠（こだいら まこと）

保有資格

第３種電気主任技術者、１級電気工事施工管理技師、１級管工事施工管理技師、
１級土木施工管理技師、建築物環境衛生管理技術者、第１種電気工事士、
第１種衛生管理者、危険物取扱者乙４、消防設備士甲４、消防設備士乙７、
東京都公害防止管理者、高圧ガス製造保安責任者

職務経歴

入社7年
同和鉱業㈱（現DOWAホールディングス㈱）入社、
同和工営㈱ 転籍 （小坂事業所長、設備部長、大阪支店副支店長、京都支店長）
藤田観光㈱ 入社 事業本部プロパティ部勤務
㈱エヌ・エス・ピイ 入社（企画開発部長）
㈱クリーン工房 入社 （事業開発部設備管理技術企画 設備技術責任者）

9



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

緊急時・異常事態発生後は「記録」を残し、再発防止策の検討

維持管理経費の低減

委託による管理 当グループ

発注

発注

費用発生

費用発生

・間接費が発生
・伝達エラーの発生によるコスト増の
リスクあり

・間接費なし
・専門性の高い業務のみ相見積りの上
委託する

事業者

下請会社

孫請会社

事業者

自社で実施

協力会社

10



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

省エネルギー化の推進、環境配慮行動の促進

11



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

トレーニング室に導入するトレーニング機器についての考え方

12



（様式６） ３ 体育施設等の施設、設備及び物品の維持管理に関する提案

業務効率向上に寄与する手法・ツール

13



（様式６） ４ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動の振興に関する提案

「楽しい」を起点としたスポーツ教室の実施

14

特殊出生率を理解した未就学児・幼児への体操教室の新規実施



（様式６） ４ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動の振興に関する提案

国内最先端のデジタルコンテンツを活用したショートレッスンを開催

15

「東大和スポーツ指導者バンク」の新設検討による活動の場の創出



（様式６） ４ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動の振興に関する提案

「HIGASHIYAMATOスポーツ＆ヘルスアップ フェスタ」の開催

16

「カラダ測定・セミナーウィーク」の開催



（様式６） ５ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動に関する情報収集及び提供に関する提案

情報活用・提供の考え方

17

「オール東大和市情報共有ネットワーク会議」で地域相互連携を強化



（様式６） ６ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動に関する相談業務に関する提案

東大和スポーツコンシェルジュ認定スタッフによる個別対応

18



（様式６） ６ スポーツ、レクリエーション及び社会体育活動に関する相談業務に関する提案

市内９つのスポーツ施設情報が盛り込まれたパンフレットの作成

19

からだ測定システムの導入による健康づくり相談と定点観測



４
２

（様式６） ７ その他の体育施設等の管理運営に必要な業務に関する提案

「利用者目線」によるセルフモニタリングを実施し、
市民サービスの向上に寄与

20



 

 

 

 

 

 

 

 

（３）収支予算書 

（指定管理者の候補者が提出した令和７年度か

ら令和１１年度までの収支予算書） 

 

 

 

 

 



1 
 

（様式９） 

令和 7～ 1 1 年 度 収 支 予 算 書 

１ 収 入 単位：千円 

項 目 金 額 内訳・積算根拠 

指
定
管
理
委
託
料 

施設の運営及び維持

管理に関する業務の

指定管理委託料 
561,910 

R7 年度～R11 年度の合計 

計 561,910 

利 用 料 金 収 入 193,625 

自 主 事 業 収 入 104,200 

そ の 他 8,815 

合 計 868,550  

 
２ 支 出 単位：千円 

項 目 金 額 内訳・積算根拠 

自 主 事 業 費 75,855 

R7 年度～R11 年度の合計 

人 件 費 458,000 

管 理 費 183,000 

事 務 費 25,000 

そ の 他 126,695 

合 計 868,550  

※ 指定期間の各年度について作成してください（内訳・積算根拠は、別紙可）。 
また、指定期間５年間を合算したものを提出願います。 

※ 「自主事業費」には、指定管理業務の範囲内で行う事業、教室等の経費を記入してく

ださい。「自主事業収入」には、自主事業において利用者から徴収する実費相当の参加

料、資料代等の収入を記入してください。 
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